
























































































執行されていない（2013年12月現在）。Death Penalty Information Center の HP
（http://www.deathpenaltyinfo.org/）を参照。なお，岩田太『陪審と死刑──アメ
リカ陪審制度の現代的役割──』（信山社，2009年）124-135頁も参照。
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12) 408 U.S. 238 (1972).
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16) Id. at 889-891 (Goldberg, J., dissenting).
17) 287 U.S. 45 (1932).


















































































22) Id. at 271-282, 286.
























24) See,The Supreme Court, 1971 Term, 86 Harv. L. Rev. 80 (1972).
25) 408 U.S. at 255-256 (Douglas, J., concurring).
26) Id. at 257.

























28) Id. at 309 (Stewart, J., concurring).
29) Id. at 310.























31) Id. at 375-405 (Burger, Ch. J., dissenting).
32) Id. at 406-414 (Blackmun, J., dissenting).
33) Id. at 414-465 (Powell, J., dissenting).





















Ⅳ Gregg v. Georgia, 428 U.S. 153（1976）
 事実の概要
Gregg v. Georgia37)の事案は次のようなものであった。被告人 Greggは
もう人とともに，ヒッチハイクの最中に同乗させてもらった人を強盗
178
35) See Streib, supra note 5), 41-42.
36) See,The Supreme Court, 1971 Term, supra note 24), at 85. なお，各意見から読み取
れるであろう合憲的な死刑の内容については，三井・前掲注20）91-92頁を参照さ
れたい。
























































39) Id. at 169-173.
40) Id. at 179-187.
























42) Id. at 220-226 (White, J., concurring).
43) Id. at 227-231 (Brennan, J., dissenting).

























45) 428 U.S. 242 (1976).
46) 428 U.S. 262 (1976).
47) 428 U.S. 280 (1976).




























（）Lockett v. Ohioと Eddings v. Oklahoma


















50) 438 U.S. 586 (1978). 邦語文献として，新倉修「死刑の裁量的宣告制度と修正



























52) Id. at 597-613 (Burger, Ch. J., plurality opinion).
53) Id. at 628-636 (Rehnquist, J., dissenting).
54) 455 U.S. 104 (1982). この事件で問題となったオクラホマ州法は，つの加重事
由を定めるものの，減軽事由については明示の定めがなかった。
55) 438 U.S. 637 (1978).























57) 463 U.S. 992 (1983).
58) 463 U.S. 939 (1983).

























務づける州法を合憲とした，⑨ Kansas v. Marsh63)もこの系列の判決とい
える。













62) 446 U.S. 420 (1980). 邦語文献として，椎橋隆幸「Godfrey v. Georgia, 446 U.S. 420
（1980）」比較法雑誌17巻号（1983年）201頁以下。
63) 548 U.S. 163 (2006).
64) 484 U.S. 231 (1988). 邦語文献として，小木曽綾「Lowenfield v. Phelps, 484 U.S.
231（1988）」比較法雑誌22巻号（1988年）110頁以下。

























67) 536 U.S. 584 (2002).























69) 492 U.S. 302 (1989).
70) 536 U.S. 304 (2002). この判決に関する邦語文献として，岩田太「精神遅滞者に
対する死刑の合憲性──合衆国における死刑制度の揺れ（Atkins v. Virginia, 122 S.
Ct. 2242, 70 U.S.L.W. 4548（2002））」ジュリスト1237号（2003年）233頁以下，城涼
一「言語的弱者の司法手続上の権利保障── Atkins v. Virginia判決を出発点とし
て」中央大学大学院研究年報37号（2007年）421頁以下。


























72) Id. at 311-312.
73) Id. at 313-317. See also Id. at 316 n21.





















裁は，Coker 判決，Enmund 判決，Ford 判決78)等の諸判決でそれぞれ問
アメリカ合衆国連邦最高裁判所における死刑をめぐる憲法判断：裁判例の展開 191
75) Id. at 321-327 (Rehnquist, Ch. J., dissenting), Id. at 337-354 (Scalia, J., dissenting).
なお Atkins判決の国民的合意の分析方法の問題点については，The Supreme Court,
2001 Term, 116 Harv. L. Rev. 200, 226-228 (2002).
76) 487 U.S. 815 (1988). 邦語文献として，山口直也「少年に対する死刑 ： アメリカ
における最近の動向（）」一橋研究19巻号（1994年）116-124頁。

















78) Ford v. Wainwright, 477 U.S. 399（1986）は前出。Coker v. Georgia, 433 U.S. 584
(1977), Enmund v. Florida, 458 U.S. 782（1982）については後出。
79) 543 U.S. 551 (2005). 邦語文献として，門田成人「『進展する品位の水準』原理と
修正第条（）── Roper v. Simmons事件判決をめぐって」神戸学院法学 35巻
号（2005年）631頁以下，勝田卓也「一八歳未満の少年を死刑に処することが第
八修正に違反するとした米国最高裁判決── Roper v. simmons, 543 U.S. 551
（2005）」大阪市立大學法學雜誌52巻号（2006年）824頁以下，杉本一敏「少年に
対する死刑と合衆国憲法修正条の『残虐で異常な刑罰』の禁止── Roper v.




の意義── Roper v. Simmons事件判決（2005）を手掛かりとして」比較法研究71
号（2009年）112頁以下を参照。

























81) Id. at 560-578.
82) Id. at 587-607 (OʼConnor, J., dissenting), Id. at 607-630 (Scalia, J., dissenting).






















84) 554 U.S. 407 (2008). 邦語文献として，会沢恒「最近の判例 Kennedy v. Louisiana,








85) 554 U.S. at 413-419.






















87) Id. at 422-434.
88) Id. at 434-446.











刑について合憲と判断し，② In re Kemmler92)は，電気いすによる死刑を











執行方法としていた。しかし，④ State v. Mata95)において，同州の最高裁
判所はこの電気いすによる死刑執行をネブラスカ州憲法に照らして違憲で
196
90) Baze v. Rees, 553 U.S. 35, 41-42 (2008).
91) 99 U.S. 130 (1879).
92) 136 U.S. 436 （1890).
93) 370 U.S. 660 (1962).
94) 553 U.S. 35 (2008).


























96) 553 U.S. 35 (2008).
97) Id. at 44-47.


















McCleskey v. Kemp102)である。被告人である黒人の McCleskeyは，強盗
198
99) 408 U.S. 238, 247-256 (1972) (Douglas, J., concurring).
100) Id. at 364 (Marshall, J., concurring).
101) 辻本義男「アメリカにおける人種差別と死刑」中央学院大学法学論叢巻号
（1989年）64-69頁。
102) 481 U.S. 279 (1987). 邦語文献として，藤田浩「人種差別と死刑判決の合憲
性──白人警察官殺害の罪で死刑宣告を受けた黒人被告人は，人種的考慮が死刑宣
告に入り込む危険性を示唆する統計的研究に依拠して，当該事件の死刑宣告の違憲




























104) 481 U.S. at 283-291.
























106) Id. at 299-306.
107) Id. at 306-313.
108) Id. at 319-345 (Brennan, J., dissenting).
109) Id. at 345-366 (Blackmun, J., dissenting).
110) 金原・前掲注37）119頁。
の恣意性が推定される中で，黒人被告人が死刑の人種差別的適用に関する
立証をいかにして行えばよいかという問題が残されていると同時に，死刑
適用の恣意性は本当に排除されたといえるのかという根本的な問題も残さ
れているといえよう。
Ⅶ まとめ
 死刑をめぐる修正条の判断枠組み
連邦最高裁は Trop判決以来，修正条「残虐で異常な刑罰」の禁止を
判断する際に，第に，「社会の成熟度を示す品性という発展的な基準」
を用いる。この基準は，①死刑が歴史的に利用されてきたこと，そして，
②国民的合意があること，が認められるか否かによって判断するものであ
る。国民的合意の判断に際しては，議会の立法の動向や陪審の判断に焦点
を当てた分析を行う。
死刑が修正条に違反するか否かを判断する際は，第に，問題となっ
ている死刑制度が同条の基礎にある「人間の尊厳」という観念に調和して
いるかが検討される。ここから，「少なくとも刑が過度であってはならな
い」ことが要請され，さらに，①刑罰は不必要で不当な苦痛を与えるもの
であってはならない，②刑罰は犯罪の重さとの均衡を甚だしく欠くもので
あってはならない，という要請も出る。連邦最高裁は「人間の尊厳」に言
及するかどうかはともかく，このような憲法上の要請を判断するために，
応報や犯罪の抑止，そして犯罪と刑罰の均衡に関する検討を行うのである。
 アメリカにおける死刑判決の動向
現在のアメリカでは，死刑そのものは合衆国憲法に違反しない。連邦最
高裁は Gregg判決以降，死刑の恣意性を排除するために，死刑を判断す
る上での考慮事由（手続面での拘束）や，死刑の対象範囲の憲法適合性に
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ついて検討してきた。考慮事由の点については，恣意性排除の一方で，絶
対的死刑を定めた州法の規定は違憲であると判断するとともに，個々の状
況を考慮することの重要性を説いてきた。また，連邦最高裁は，死刑の対
象範囲を限定してきた点について，通常の精神状態を持たない者，18歳未
満の少年，殺人を伴わない強姦を犯した者などに対して死刑を科すことは，
修正条が禁止する「残虐で異常な刑罰」に該当し憲法に違反する旨判断
している。
もっとも，このような死刑の恣意性を排除する議論の根底には，人種に
基づく死刑の差別的適用に対する懸念があると思われるが，そうだとする
と個別の事情の考慮を重視することは死刑の人種差別的な適用に対して歯
止めにならない場合も想定できよう。
死刑の執行方法については，Furman＝Gregg判決を経た段階でもなお，
連邦最高裁は薬物注射を含めどのような方法についても違憲判決を出した
ことはない。
 日本法への示唆
これまでのアメリカ合衆国の議論が日本法に示唆を与えることは，あま
り多くない。陪審が死刑に関わる様々な局面についての判例分析をすれば，
裁判員制度を採用する日本において示唆を得られることもあるだろう111)
が，それは本稿の対象外である。
日本国憲法36条は「公務員による拷問及び残虐な刑罰は，絶対にこれを
禁ずる。」と定める。この36条を解釈する上で，アメリカ合衆国憲法修正
条の解釈が参考になることはあるだろうか。修正条が禁止する「残虐
で異常な刑罰」を判断する上で，連邦最高裁は，「社会の成熟度を示す品
性という発展的な基準」に注目する。この基準は，現時点での成熟度であ
202
111) 小早川義則『裁判員裁判と死刑判決［増補版］』（成文堂，2012年）。
り，品性であることから，「社会の成熟度を示す品性」が発展し変化した
究極の形として，死刑そのものが憲法上許されない，という考えに到達す
ることもあり得るものと思われる。そうだとすれば，日本国憲法36条の解
釈の際に，アメリカのこの基準を使うことで，死刑の憲法適合性を判断す
ることもできるのではないだろうか。もっとも，その基準に基づく判断で
は国民的合意（コンセンサス）が重要になるが，国民的合意をどのように
判断するのか，あるいは，そもそも国民的合意によって死刑の憲法適合性
を判断することが適切であるのか，といった検討すべき課題も多くあると
いえよう。
（付記）本稿は，2012年
月19日に第二東京弁護士会で行った講演会での
報告原稿に加筆修正したものである。
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